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データ記述書（Ｄａｔａ Descriptor） 

1. 本データについて

第 5 期科学技術基本計画全体の構造分析による曼陀羅（まんだら）図 

第 5 期科学技術基本計画全体に関する項目を構造分析し、曼荼羅（まんだら）図の形式で網羅

的に可視化、政策的含意の考察を行った。具体的には、科学技術基本計画の最終目標を中心に、

全体像の把握のために目的手段関係に分岐させたツリー図を作成した。その際、(1)「政策の基本

方針」、(2)「政策」、(3)「施策」、(4)「事業」に対応した 4 階層の要素事項を、色別に可視化して表現

した。 

設定した政策目標に対して具体的な施策や事業が対応している政策とそうではない政策項目

があるなど、4 層構造の枠組みを確認すると、欠落した部分があることが一見してわかる。 

本データを用いた論考は、STI Horizon 誌の下記記事に掲載されています。 

鳥谷 真佐子, 白川 展之, 小泉 周, 調 麻佐志. システム思考の科学技術イノベーション（STI）

政策（前編）第 5 期科学技術基本計画の俯瞰・構造分析から見える STI 政策の課題. STI Horizon, 

Vol. 6, No. 2, p. 44-49. https://doi.org/10.15108/stih.00218 

2. 本データの出典の記述方法

本データを資料等で引用する場合、本データを用いた分析結果をレポート等で公表する場合は、

以下の出典情報を付記してください。 

(出典) 鳥谷 真佐子, 白川 展之, 小泉 周, 調 麻佐志.第 5 期科学技術基本計画全体の構造

分析による曼陀羅図, 2020 年 6 月. https://doi.org/10.15108/data_stih.00218 

3. 本データの利用等についての注意事項

○本データを基に加工・作成を行った資料等について、科学技術・学術政策研究所は一切責任

を持ちません。 



11のシステム：エネルギーバリューチェーンの最適化、地球環境情報プラットフォームの構築、効率的かつ効

果的なインフラ維持管理・更新の実現、自然災害に対する強靱な社会の実現、高度道路交通システム、新たな

ものづくりシステム、統合型材料開発システム、地域包括ケアシステムの推進、おもてなしシステム、スマー

ト・フードチェーンシステム、スマート生産システム

超スマート社会：必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々なニー

ズにきめ細かに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語といった様々

な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会

若手教員割合増加（目標40歳未満３割以上）

多様な人材：プログラムマネージャー、URA、新規事業開発・知財…の専門家

誰がやるの？

⽬指すべき国の姿：①持続的成⻑と地域社会の⾃律的発展／
②国及び国⺠の安全・安⼼と豊かで質の⾼い⽣活／③地球規
模課題への対応と世界の発展への貢献／④知の資産の持続的
創出

新たな価値創出

斬新なアイデアと経済・社会的インパクトを重視した研究開発への挑戦を促進

創造的なアイデアとそれを実装する⼒を持つ⼈材にアイデアの試⾏機会を提供

効果的なプロジェクトの運営管理を実施できる⼈材の育成・確保

国はR&Dプロジェクトにおける挑戦的な研究開発の推進に適した⼿法を普及・拡⼤

新しいアイデアを持つ研究者に対して機会を与える プログラムマネージャーの導⼊と権限強化

リスクが⾼いが成功時に⼤きなインパクトが期待できる研究を奨励する評価

アワード⽅式

ステージゲート制

⾰新的研究開発推進プログラム（ＩｍＰＡＣＴ）の更なる発展・展開 他の研究開発プロジェクトへもモデルケースとして仕組みの普及拡⼤

「超スマート社会」の実現

①総合戦略2015で定めた11 のシステムの開発を先⾏的に進める

②11の個別システムの⾼度化を通じて段階的に連携協調を進める
①達成すべき課題を踏まえ、11システムの⾼度化の取組を着実に進める

②各取組のGPや問題点等を共有し、その相互活⽤を図る

複数のシステム間の連携協調を可能とし、様々なサービスに活⽤できる共通のプラットフォームを構
築

企画・設計段階からセキュリティの確保を盛り込むセキュリティ・バイ・デザインの考え⽅に基づき
開発を推進

ＩｏＴを有効活⽤した共通のプラットフォームの構築

複数システム間のデータ利活⽤を促進するインターフェースやデータフォーマット等の標準化

セキュリティ技術の⾼度化及び社会実装

リスクマネジメントを適切に⾏う機能の構築

国の共通的基盤システムから提供される情報を広く活⽤できるようにする仕組みの整備及び関連技術
開発

情報通信基盤技術の開発強化

経済・社会に対するインパクトや社会コストを明らかにする社会計測機能の強化

個⼈情報保護、製造者及びサービス提供者の責任等に係る課題への対応

倫理的・法制度的・社会的取組の強化 ⽂理融合による

新しいサービスや事業を可能とする規制緩和・制度改⾰等

適切な規制や制度作りに資する科学の推進

超スマート社会サービスプラットフォームの構築に資する研究開発⼈材とそれを活⽤する⼈材の育成

総合科学技術・イノベーション会議
プラットフォーム構築に向けた産学官・関係府省の連携体制の整備

総合戦略において取組の重点化や詳細な⽬標設定

「超スマート社会」における競争⼒向上と基盤技術の強化

プラットフ ォーム技術・インターフェース等に係る知財戦略と標準化戦略の推進

プラットフォーム構築に必要な基盤技術の強化

サイバーセキュリティ技術

ＩｏＴシステム構築技術

ビッグデータ解析技術

ＡＩ技術

デバイス技術

ネットワーク技術

エッジコンピューティング

横断的な科学技術として数理科学

コアとなる強みを有する基盤技術の更なる強化

ロボット技術

センサ技術

アクチュエータ技術

バイオテクノロジー

ヒューマンインターフェース技術

素材・ナノテクノロジー

光・量⼦技術

実証を完了したシステムのパッケージ輸出

事業創出や事業モデルを構築できる⼈材／基盤技術を課題の発⾒・解決に活⽤できる⼈材の強化

基盤技術の社会実装
産学官が協働して研究開発を進めていく仕組みの構築

新たな科学の創出、⾰新的技術の実現、実⽤化及び事業化を同時並⾏的に進められる環境 社会実装に向けた開発と基礎研究とがスパイラル的に進む研究開発

世界中から優れた⼈材、知識、資⾦を取り⼊れて研究開発及び⼈材育成を進める

技術がもたらす社会への影響や⼈間及び社会の在り⽅に対する洞察を深める（ＡＩやセキュリティ領
域） ⼈⽂社会科学及び⾃然科学の研究者が連携・融合した研究開発

研究開発プロジェクトを柔軟に運営できる体制の構築

経済・社会的課題への対応

国が重要な政策課題を設定

各政策課題の解決の鍵となる取組や技術的課題を提⽰

当該課題の解決の取組を総合的かつ⼀体的に推進

産学官・関係府省の連携

社会の多様なステークホルダーとの協働

府省及び分野の枠を超えて横断的に取り組むＳＩＰを最⼤限に活⽤

毎年度策定する総合戦略において更なる重点化や詳細な⽬標設定等を実施

オリ・パラ⼤会を成果を発信するショーケースとして活⽤

持続的な成⻑と地域社会の⾃律的な発展

エネルギー、資源、⾷料の安定的な確保

エネルギーの安定的な確保とエネルギー利⽤の効率化

現⾏技術の⾼度化

⼀層の省エネルギー技術等の研究開発及び普及

再⽣可能エネルギーの⾼効率化・低コスト化技術

系統運⽤技術の⾼度化

⽔素や蓄エネルギー等によるエネルギー利⽤の安定化技術

先進技術の導⼊推進
化⽯燃料の⾼効率利⽤

安全性・核セキュリティ・廃炉技術の⾼度化

⾰新的技術の創出
核融合等の⾰新的技術

核燃料サイクル技術の確⽴

資源の安定的な確保と循環的な利⽤

⾮在来型エネルギー資源のポテンシャル評価や利⽤技術の開発

海底資源の探査・⽣産技術の研究開発

省資源化技術や代替素材技術、環境負荷の低い原料精製技術、資源の回収・分離・再⽣技術の研究開
発

バイオマスや廃棄物等からの燃料や化学品等の製造・利⽤技術及び廃棄物処理技術の研究開発

⾷料の安定的な確保
農林⽔産業の⽣産性の向上

農業のスマート化

⾼品質・多収性の農林⽔産物の開発

関連産業の活性化 加⼯・流通技術に関する研究開発の推進

超⾼齢化・⼈⼝減少社会に対応する持続可能な社会

健康⻑寿社会の実現

オールジャパンでの医薬品創出・医療機器開発

⾰新的医療技術創出拠点の整備

再⽣医療やゲノム医療などの実現

がん、認知症、精神疾患、新興・再興感染症や難病の克服の研究開発

医療ＩＣＴ基盤の構築
「医療等分野の番号」の導⼊

医療情報等のデータの電⼦化・標準化

持続可能な都市及び地域のための社会基盤の実現

コンパクトで機能的なまちづくり
安全かつ効率的で誰もが利⽤しやすい⾼度道路交通システムの構築

ICT等を駆使

地域における包括的ライフケア基盤システムの構築

認知症患者を含む⾼齢者等への⾃⽴⽀援

介護従事者の負担軽減

健康⻑寿を地域全体で⽀えるＩＣＴ基盤

予防・医療・介護サービスによる

効率的・効果的なインフラの⻑寿命化 限られた財源と⼈材により最適なインフラ維持管理・更新

各要素技術の更なる⽔準向上

組合せによる技術全体の最適化

地域ニーズに応じたアセットマネジメント技術

ものづくり・コトづくりの競争⼒向上
多様化するユーザーニーズに柔軟に対応するものづくり技術や、ユーザーに満⾜や感動を与える新た
なビジネスモデル

サプライチェーン全体にわたるネットワーク化

様々なデータをビッグデータ解析技術やＡＩ技術を駆使して解析・活⽤

⽣産技術の更なる⾼度化

製品・サービスを融合した商品企画

潜在的ニーズを先取りした新たな設計⼿法

柔軟な対応が可能な加⼯、組⽴て等の⽣産技術

企画・設計・加⼯⽣産などを相互に連携させるプラットフォーム

中堅・中⼩企業の活⼒向上

サプライチェーン上の様々なデータの利活⽤

熟練技術者の匠の技の活⽤

ロボット・⼯作機械の知能化

⾰新的な機能性材料、構造材料等の創製 計算科学・データ科学を駆使

国及び国⺠の安全・安⼼と豊かで質の⾼い⽣活

⾃然災害への対応 国⺠の安全・安⼼を確保したレジリエントな社会

要素技術の開発

災害に負けないインフラ構築

災害の予測・察知技術

早期に被害状況を把握し、安全な避難⾏動に資する技術

迅速な復旧を可能とする技術

要素技術を組み合わせ連動させてのリスクの効率的な低減

災害情報をリアルタイムで共有し、利活⽤する仕組み

⾷品安全、⽣活環境、労働衛⽣等の確保

⾷品安全のための迅速かつ効果的なリスクの評価と適切な管理

科学的根拠に基づく的確な予測、評価及び判断を⾏う科学

科学的根拠に基づく⾷品等の国内基準や⾏動規範の策定

事業者等の衛⽣管理レベルの向上に資する研究の推進

⽣活環境における安全・安⼼

広域の⼤気汚染現象の解明

⽔循環、⼟壌及び⽣態系を保全する評価・管理技術の開発

放射性物質の環境中の動態解明・分布予測

効果的な除染・減容等処理技術の開発

⽇常⽣活に利⽤される化学物質（ナノマテリアルを含む。）のリスク評価

化学物質のリスク評価の迅速化・⾼度化

健康影響評価⼿法、シックハウス対策等

労働者の安全と健康を確保した快適な職場環境

労働者の安全対策

メンタルヘルス等の対策

仕事と治療の両⽴⽀援

化学物質等による職業性疾病の予防対策

サイバーセキュリティの確保

サイバー攻撃から国⺠⽣活及び経済・社会活動を守るための技術開発

サイバー攻撃の検知・防御技術

認証技術

制御システムセキュリティ技術

暗号技術

ＩｏＴ分野でのセキュリティ技術

ハードウェアの真正性を確認する技術

重要インフラのシステムを構築時及び運⽤時に監視・確認できる技術

国家安全保障上の諸課題への対応 我が国の安全保障の確保に資する技術の研究開発 海洋、宇宙空間、サイバー空間に関するリスクへの対応、国際テロ・災害対策技術の開発を含む

地球規模課題への対応と世界の発展への貢献

地球規模の気候変動への対応
温室効果ガスの抜本的な排出削減を実現するための戦略策定

気候変動の緩和
⼆酸化炭素回収貯留技術や温室効果ガスの排出量算定・検証技術等の研究開発

気候変動の監視

⼈⼯衛星、レーダ、センサ等による地球環境の継続的観測

スーパーコンピュータ等を活⽤した予測技術の⾼度化、気候変動メカニズムの解明

全球地球観測システムの構築に貢献

気候変動の影響への適応

気候変動の影響に関する予測・評価技術の研究開発

気候リスク対応の技術等の研究開発

北極域観測技術の開発を含めた観測・研究や北極海航路の可能性予測

⽣物多様性への対応

⽣物多様性の保全

絶滅危惧種の保護

侵略的外来種の防除

⽣態系のモニタリングや維持・回復技術

⽣態系の利活⽤

⽣態系サービスと⾃然資本の経済・社会的価値の評価

持続可能な管理・利⽤技術

気候変動の影響への適応等の分野における⽣態系機能の活⽤

海洋

調査・観測技術

宇宙

科学技術イノベーションの基盤的な⼒の強化

⼈材⼒の強化

知的プロフェッショナルとしての⼈材の育成・確保・活躍

若⼿研究者の育成・活躍

博⼠課程修了後のキャリアパスを明確化

キャリア段階に応じて能⼒と意欲を発揮できる環境の整備

若⼿が挑戦できる任期なしポストの拡充

シニア研究者に対する

年俸制やクロスアポイントメント制度の導⼊

⼈事評価の導⼊と評価結果の処遇への反映

再審査の導⼊

外部資⾦による任期付雇⽤への転換促進

テニュアトラック制

運営費交付⾦における重点配分や法⼈の業務実績評価等の枠組みなどと連動させた上記⼈事システム
の導⼊促進

若⼿研究者のための研究費⽀援等の取組を推進

優れた若⼿研究者が独⽴して研究できるようにする制度

公募型資⾦の直接経費から研究代表者等への⼈件費⽀出を可能とする直接経費⽀出の柔軟化の検討

多様な⼈材の育成・活躍

博⼠⼈材のデータベースの整備・活⽤

職種ごとに求められる知識やスキルを明確化

技術者育成に向けた教育改⾰

情報通信分野等における技術者について、⼤学、⾼等専⾨学校、専修学校等において産学が協働し育
成・確保

産業界での活⽤が促進されるように技術⼠制度の⾒直し

⼤学院教育改⾰の推進

⼤学と産業界等との協働による⼤学院教育改⾰

博⼠号取得者の質を保証

産業界との協働による教育プログラムの開発

教職員が社会の多様な場で経験を積む機会の充実

企業等の研究者・技術者等に対する博⼠課程教育の充実

優秀な学⽣、社会⼈を国内外から引き付ける

⼤学院⽣、特に博⼠学⽣に対する経済的⽀援の充実

⽂理融合分野など異分野の⼀体的教育や我が国が強い分野の最先端の教育を推進する⼤学院形成のた
めの制度の創設

国がやること

次世代STI⼈材の育成

次世代を担う⼈材の能⼒・才能の伸⻑

創造性を育む教育や理数学習の機会の提供等

アクティブ・ラーニングの視点からの学習・指導⽅法の改善

先進的な理数教育を⾏う⾼等学校の⽀援

学⽣・⽣徒が研究等を⾏う機会や切磋琢磨し能⼒を伸⻑する機会の充実

⾼等学校教育、⼤学教育、⼤学⼊学者選抜の⼀体的な改⾰

理数好きの児童⽣徒の拡⼤
課題解決的な学習や理数教育の充実等を図った学習指導要領に基づく教育の推進

⾼度専⾨⼈材や産業界・地域⼈材を活⽤した理数教育の充実

⼈材の多様性確保と流動化の促進

⼥性の活躍

⼥性が多様な⼈材として⼀層活躍できるよう取組を加速

採⽤割合や登⽤割合などの⽬標設定と公表を⾏う取組を加速特に、⼥性研究者の新規採⽤割合については第４期基本計画⽬標値を速やかに達成

研究等とライフイベントとの両⽴を図る⽀援と環境の整備

ロールモデルや好事例を幅広く周知

⼥性リーダーの育成と登⽤に積極な機関等の取組を促進

⽣徒や保護者への科学技術系の進路に対する興味関⼼や理解を深める取組の推進

産学官の連携による⼥性活躍についての社会⼀般からの理解獲得の促進

国際的な研究ネットワーク構築の強化

海外に出て世界レベルの研究をする研究者に対する⽀援の強化

⾼いポテンシャルを有する海外研究機関との組織間ネットワーク構築

国際共同プロジェクトへの参画

国際機関及び海外の⼤学等の研究機関への研究者派遣

グローバルヤングアカデミーへの参画

海外派遣研究者及び在⽇経験を有する外国⼈研究者等のネットワーク構築

世界レベルで活動する研究者が帰国後に⾃⽴的環境の下で研究を⾏えるようにする
海外派遣中の研究者等が応募しやすい公募・採⽤プロセス

海外経験を積極的に評価する評価⽅式の導⼊

優秀な外国⼈研究者や留学⽣の受⼊れ及び定着に向けた取組の強化

世界レベルの研究者獲得のための処遇の改善・充実

優れた若⼿研究者や留学⽣の受⼊れを促進するための奨学⾦制度等の充実

新興国・途上国等との科学技術・教育分野における連携・交流の強化

優秀な外国⼈の受⼊れ及び定着

同伴する⼦供の教育、配偶者就業対策等の⽣活環境の整備

英語による研究⽀援等の研究環境の整備

⾼度⼈材ポイント制の活⽤促進

分野、組織、セクター等の壁を越えた流動化科学技術イノベーション⼈材の流動性を⾼める仕組みの構築

年俸制やクロスアポイントメント制度といった新たな給与制度・雇⽤制度

採⽤時における組織間の異動経験の肯定的評価

内部昇格を前提としない⼈事体制

学際的・分野融合的な研究の促進

企業等の外部の研究機関で経験を積む機会の充実

国は⼈材の流動性向上のための取組・多様な⼈材を育成する取組を推進

科学技術イノベーション⼈材のキャリアパスを多様化し、社会の様々な場において知⾒や能⼒を活⽤

知の基盤の強化

イノベーションの源泉としての学術研究と基礎研究の推進

学術研究推進

審査システムの⾒直し、研究種⽬・枠組みの⾒直し、柔軟かつ適正な研究費使⽤の促進

研究者が独⽴するための研究基盤の形成に寄与する取組

科研費成果等を含むデータベースの構築

新規採択率30％を⽬標に充実強化

⼤学共同利⽤機関及び共同利⽤・共同研究拠点の機能充実

各拠点は意義及びミッションを再確認した上での改⾰と強化

各機関及び拠点へのメリハリある⽀援

共同利⽤・共同研究体制の構築に貢献する学術研究の⼤型プロジェクトの戦略的・計画的な推進

戦略的・要請的な基礎研究の推進

客観的根拠に⽴脚した戦略⽬標の策定

若⼿・⼥性等による挑戦的な研究の機会や分野・組織を超えた研究の機会の充実

学際的・分野融合的な研究の充実

国際共同研究の推進と世界トップレベルの研究拠点の形成

国際共同研究の戦略的推進／国際頭脳循環の中核となる研究拠点を形成

滞在型の国際共同研究の充実

国内外施設の活⽤及び運⽤を図り、諸外国との国際共同研究を活発化（ビッグサイエンス）

⼆国間、多国間協⼒の強化
共通課題の抽出など相⼿国との戦略的な連携

マッチングファンドや海外共同拠点の運営の充実

世界トップレベルの研究拠点の形成を進める（WPI）

沖縄科学技術⼤学院⼤学における取組を捉え、必要な展開

共通基盤技術、施設・設備、情報基盤の戦略的強化

共通基盤技術と研究機器の戦略的開発・利⽤
共通基盤技術及び領域横断的活⽤が可能な科学に関する研究開発の推進

ユーザー視点に⽴った先端研究機器の開発及び普及促進

研究施設・設備及び知的基盤の整備・共⽤、ネットワーク化

最先端の⼤型研究施設について、幅広い共⽤と利⽤体制構築、計画的⾼度化、関連技術開発等に対し
て⽀援

幅広い研究者等の利⽤が⾒込まれる研究施設・設備等の共⽤を積極的に促進

共⽤可能な施設・設備等の拡⼤

整備運⽤・共⽤体制の持続的な改善の促進

データベースや計量標準、⽣物遺伝資源等の知的基盤の戦略的・体系的な整備

⼤学等の施設・設備の整備と情報基盤の強化

⼤学などの機関のインフラの計画的更新・整備

機関共⽤取組の促進と⽀援

国⽴⼤学法⼈等の全体の施設整備計画の策定

整備計画に基づく計画的・重点的な施設整備

戦略的な施設マネジメントや多様な財源を活⽤した施設整備

情報基盤の強化と円滑な運⽤

オープンサイエンスの推進

オープンサイエンスの推進体制構築

公的資⾦による研究成果の利活⽤を可能な限り拡⼤

研究⼆次データも可能な範囲で公開

科学研究活動の効率化と⽣産性の向上を⽬指す研究成果・データを共有するプラットフォームの構築

資⾦改⾰の強化

基盤的経費の改⾰

組織基盤の改⾰や財源の多様化の促進

⼀層効率的・効果的な運営を可能とするた改⾰を進める確実な措置

私学助成等について⼀層のメリハリある配分

公募型資⾦の改⾰

競争的資⾦の対象の再整理

間接経費の原則 30％措置

府省統⼀ルールの徹底

研究機器の共⽤化の促進

複数研究費の合算による使⽤

切れ⽬ない⽀援が可能となるような制度間の接続の円滑化

研究開発システム等の改⾰の促進を⽬的とした経費についてその⽬的達成が担保できる仕組みの検
討・導⼊

必要な措置を検討

国⽴⼤学改⾰と研究資⾦改⾰との⼀体的推進

グローバルな視点からの⼤学間競争の活性化

⼤学の機能強化の⽅向性に応じた運営費交付⾦の新たな配分⽅式を国⽴⼤学の第３期中期⽬標期間か
ら実⾏

⼤学の取組状況等を評価し、運営費交付⾦の配分等に適切に反映

国⽴⼤学法⼈制度の特例を設け、当該国⽴⼤学に対する⽀援・評価する（指定国⽴⼤学法⼈）

イノベーション創出に向けた⼈材、知、資⾦の好循環システム

互恵的かつ⾃律的なイノベーションシステムを構築するためのオープンイノベーション推進

企業、⼤学、公的研究機関における推進体制

⼤学と研究機関は産学官連携のための経営システムの改⾰と組織的な体制整備等を進める
企業等のニーズを適切に把握し提案する

知的資源及び研究活動に付随するリスクの適切なマネジメント

国⽴研究開発法⼈は技術シーズを企業のイノベーション活動につなげる橋渡し機能を効果的に発揮で
きるマネジメント体制を構築

国はオープンイノベーション活動を促進

インセンティブ付与

運営費交付⾦における重点配分

業務実績評価

外部資⾦獲得のインセンティブを⾼める等の仕組みを検討し、必要な措置

各機関の財務状況の透明性の向上

機関間で経験の共有化

⼈材の好循環の誘導

クロスアポイントメントやインターンシップ、出向などの制度の積極的活⽤

企業等における業務経験を積極的に評価する取組の実施

国は流動化の促進に向けた⼈や組織に対するインセンティブの付与

⼈材、知、資⾦が結集する「場」の形成
⼤学及び公的研究機関等を中核とした場の形成と活⽤を国が推進

これまでの取組や蓄積／⼤学の附置研究所及び⼤学病院等を効果的に活⽤

新規事業に挑戦する中⼩・ベンチャー企業の創出強化

起業家マインドを持つ⼈材創出

児童⽣徒と起業家との交流の機会や、⽣徒・学⽣の留学など多様な⽂化に触れる場を増やす（意識の
涵養）

起業家マインドを醸成するアントレプレナー教育

起業家を⽬指す者同⼠の集う場や、優れた起業家・⽀援者との接点・ネットワークの提供

海外のベンチャー企業が集積する地域に挑戦意欲のある若⼿を派遣

⼤学発ベンチャーの創出

研究開発⽀援と経営⼈材による事業育成とを⼀体的に推進

⼤学と企業とが共同でベンチャーを育成するための検討の場を設置

国⽴⼤学法⼈によるベンチャー⽀援会社等に対する出資を推進

新規事業のための環境創出

技術開発及び経営⽀援等や、研究開発型ベンチャーの創出⽀援を⾏う取組を推進

スピンオフやカーブアウトベンチャーを設⽴する取組を促進

エンジェル投資を促進する制度改善

⼤企業によるベンチャー企業への投資等の促進

多様な資⾦供給⼿法を活⽤したリスクマネーの供給促進

新製品・サービスに対する初期需要の確保と信頼性付与

総合評価落札⽅式等の技術⼒を重視する⼊札制度の⼀層の活⽤を促進

中⼩・ベンチャー企業の⼊札機会の拡⼤各府省の情報を⼀括参照できるシステムを構築

ベンチャー⽀援制度を受託した企業リストの公開や、ベンチャー活動を積極的に応援する表彰制度を
充実

国際的な知的財産・標準化の戦略的活⽤

知的財産の活⽤促進

中⼩企業のニーズを掘り起こし、⼤企業や⼤学等の知的財産や技術シーズとのマッチングを進める

事業化や橋渡しを⽀援する⼈材を配置

知的財産の早期権利化特許審査体制の⼀層の整備・強化

⼤学の⾃律的な知的財産マネジメントの促進

戦略的国際標準化の加速及び⽀援体制の強化

研究開発段階からの⼀体的な国際標準の獲得を⽀援

ＩｏＴに関連する技術分野において国際標準化に対する取組を推進

案件発掘から標準策定や認証までのきめ細かな（中堅・中⼩企業）⽀援体制の構築

イノベーション創出が阻害されないための制度の⾒直しと整備
新たな製品・サービスやビジネスモデルに対応した制度の⾒直し

社会実装の際における制度的な課題の抽出

制度の⾒直しを含めて、国及び関係者がどのように対応すべきかについての検討を⾏い、必要な措置
を講ずる

特区制度等の活⽤を含めた対応

グレーゾーンについて、制度的な位置付けを迅速に与える仕組みについて検討し、措置する

知的財産の制度整備新しい時代に対応した制度及び戦略等の在り⽅を検討し、必要な措置を講ずる

⾃律的・持続的な地域のイノベーションシステムの構築

地域企業の活性化
潜在⼒を有する地域の中堅・中⼩企業を発掘し、⼀貫した⽀援を⾏う

地域の共同研究開発や、地域の優れた技術・製品の標準化活動の拡⼤等を⽀援

地域の特性を⽣かしたイノベーションシステムの駆動
必要な⼈材の育成や地域への定着に注⼒し、好循環を⽣み出すよう適切に⽀援する

橋渡し機能や、マッチング機能の強化を促進する

地域が主体となる施策推進

関係施策を総動員して取り組めるよう環境整備を進める

国の関係機関が⼀体となって地域の取組を⽀援できる体制作りを図る

取組の成果を地域にも広く共有を�図る

グローバルなニーズを先取りしたイノベーション創出機会の開拓

グローバルニーズを先取りする研究開発の推進

国際機関等との連携による科学技術予測や、⻑期的な変化を探索する分析体制を横断的に構築

情報共有や�フォローアップの体制・仕組みを構築

科学技術先進国との国際共同研究及び研究交流を戦略的に推進

新興国及び途上国との科学技術協⼒におけるインクルーシブ・イノベーションの推進

現地での共同研究を推進

社会実装に向けた取組や⼈材育成の観点をより重視したプログラムの設計の検討・推進

低所得階層を対象とした持続可能なビジネスと科学技術振興との連携⽅策等について検討・推進

相⼿国政府、⼤学、公的研究機関、資⾦配分機関、企業等との協調を進め、相⼿国における若⼿研究
者や産業⼈材の育成を図る

科学技術外交と⼀体化：国際的な⾼い存在感

世界の共通利益の追求に向けたリーダーシップを発揮

戦略的国際協調

国際頭脳循環の強化

科学技術を世界に向けて発信

「⾼速道路交通システム」「エネルギーバリューチェーンの最適化」「新たなものづくりシステム」
をコアシステムとして開発。その後他のシステムとの連携を図る。

課題先進国であることを強みへと変える

基盤技術の強化のあり⽅

検査・治療・投薬等診療情報の収集・利活⽤促進

地域医療情報連携の推進

医療・介護分野でのデータの⼀層の活⽤

⺠間ヘルスケアビジネス等による利活⽤の環境整備

医療ICT基盤

技術性能とコストのバランスを保つ

国内・国際機関にも研究成果を提供

サイバーセキュリティ確保の重要性に関する社会的認知の向上

サイバーセキュリティに関する国⺠のリテラシー向上

サイバーセキュリティに必要な⼈材育成

地球環境情報プラットフォームの構築

「フューチャー・アース構想」他、国内外のステークホルダーとの協働研究

持続可能な開発・利⽤に資する技術

海洋の安全確保に関する技術

衛星測位

衛星リモートセンシング

衛星通信・放送

宇宙輸送システム

宇宙科学・探査

宇宙状況把握

長期的視野による継続的強化

産官学が育成⽅策について検討する場を設置

産官学協働による⼤学・⼤学院改⾰促進

TA・RAなど博⼠学⽣の雇⽤の拡⼤と処遇の改善

フェローシップの充実

⼤学院教育改⾰の⽅向性と体系的・集中的な取組を明⽰した計画を策定・推進する

科研費（改⾰）

競争的資⾦以外についても間接経費の導⼊・使い勝⼿の改善
必要な措置を講ずる

国は基盤的経費と公募型資⾦の役割を明確化・適切な配分により国⽴⼤学における資⾦の効果的・効
果的な活⽤を促進

イノベーションの成果を迅速に得る／研究者のスキル向上（産業界））企業は、規模や業種の異なる企業や、⼤学及び公的研究機関と、⼈材、知識、資⾦を投⼊した本格的
な連携を進める

国の研究開発プロジェクトにおける特性を踏まえた知的財産運⽤

将来の国際標準化を担う⼈材を産官学で育成

国際的科学技術強⼒の枠組みを活⽤・充実

国家戦略上重要なフロンティアの開拓

未来に果敢に挑戦する研究開発と⼈材の強化的発展の実現

産業競争⼒強化・科学技術発展

少⼦⾼齢化対応と域内経済活性化

グローバル・ビジネスの創出

左（の研究）の推進

温室効果ガスの⼤幅削減と気候変動への適応に貢献

気候変動に起因する経済・社会的課題の解決

地⽅⾃治体等に稼働可能なシステムを提⽰
地域特性を考慮した研究開発

研究情報ネットワークの強化

情報システム資源のクラウド集約化

キュリティ機能の強化

⾃⼰改⾰に積極的に取り組む国⽴⼤学の重点⽀援

https://doi.org/10.15108/data_stih.00218


